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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成25年12月26日(2013.12.26)

【公表番号】特表2013-512989(P2013-512989A)
【公表日】平成25年4月18日(2013.4.18)
【年通号数】公開・登録公報2013-018
【出願番号】特願2012-542035(P2012-542035)
【国際特許分類】
   Ｃ０９Ｄ 201/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   7/12     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   5/03     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 163/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 201/06     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 175/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 133/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 161/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 125/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 167/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｄ 201/00    　　　　
   Ｃ０９Ｄ   7/12    　　　　
   Ｃ０９Ｄ   5/03    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 163/00    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 201/06    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 175/04    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 133/00    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 161/04    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 125/04    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 167/00    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成25年11月8日(2013.11.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８９】
　例えば、熱硬化性組成物の硬化反応は、一般的に約２０℃～約２５０℃、好ましくは約
５０℃～約２００℃、より好ましくは約５０℃～約１５０℃の温度で実施できる。熱硬化
性樹脂組成物を硬化させる時間は、数分間乃至数時間の範囲であり得る所定の時間である
ことができ、一般的に、反応時間は、約１分間よりも長く約２４時間未満、好ましくは約
５分間～約６時間、より好ましくは約１０分間～約２時間である。熱硬化性樹脂の硬化条
件は、使用された成分、組成物に添加されたいずれの任意成分、例えば、触媒（使用され
た場合）に依存することもある。他の実施態様において、硬化は、第１の温度で起こり、
続いて第２の温度又は後処理で起こってよく、かかる後処理は、通常、１００℃よりも高
い温度、好ましくは約１００℃～２００℃の温度である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０１０２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０２】
比較例Ｃ
　Ｄ．Ｅ．Ｒ．（登録商標）３３０（１５．０ｇ）とフェノールノボラック（８．３８ｇ
、Ｐｌｅｎｃｏ　１３９４３（登録商標））との混合物を１６０℃で一緒に溶融させた。
混合物を８０℃に冷却後、２－ＭＩの溶液（Ｄｏｗａｎｏｌ（登録商標）ＰＭ中２０％ｗ
／ｗ、５０ｍｇ）を加えた。混合物をアルミニウムパン（直径６０ｍｍ）に注ぎ入れ、２
００℃に２時間加熱して硬化させた。この注型品からＤＭＡ分析のための１１×５５×３
ｍｍの大きさのサンプルを機械加工した。ＤＭＡ結果は後述する。
　２種の樹脂（樹脂Ｃ及び比較用樹脂Ｃ）の靱性をＤＭＡにより測定した。樹脂Ｃを含ん
でなる実施例３の硬化樹脂は、実施例１における手順を使用して製造されたアドバンスト
ビスフェノールシクロドデカノン樹脂である。樹脂Ｃを、実施例２における手順を使用し
てＰｌｅｎｃｏ　１３９４３により硬化させた。この硬化樹脂を本明細書において「硬化
樹脂Ｃ」（実施例３）として参照する。
　比較用樹脂Ｃは、従来のビスフェノールＡ、ＤＥＲ　３３０である。比較用樹脂Ｃを、
比較例Ｂの手順を使用してＰｌｅｎｃｏ　１３９４３により硬化させた［本明細書におい
て、「比較用硬化樹脂Ｃ」（比較例Ｃ）］。
　硬化樹脂Ｃ及び比較用硬化樹脂Ｃは、約１３０℃の同様のガラス転移温度（Ｔｇ）を有
していた。上記の２種の樹脂の靱性は、それらの樹脂が同様のガラス転移温度（Ｔｇ）を
有するため、比較できる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ｉ）少なくとも１種の熱硬化性樹脂組成物及び（ＩＩ）少なくとも１種の硬化剤を含
む硬化性粉体コーティング樹脂組成物であって、前記熱硬化性樹脂組成物が、下記一般式
Ｉ：
【化１】

（式中、Ｒａは水素又はメチル基であり、Ｒ１及びＲ２は互いに独立に、それぞれ、水素
原子、ハロゲン、置換若しくは非置換アルキル基、置換若しくは非置換アリール基又は置
換若しくは非置換アラルキル基、ニトリル基、ニトロ基、置換若しくは非置換アルコキシ
基を表し、ＸはＣＨ２、ＣＨ（Ｒ３）又はＣ（Ｒ３）（Ｒ４）であり、ｍは８～２０の整
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数であり、Ｒ３及びＲ４は互いに独立に、それぞれ、水素原子、ハロゲン、置換若しくは
非置換アルキル基、置換若しくは非置換アリール基又は置換若しくは非置換アラルキル基
を表し、ｎは０～１０の値を有する整数である。）
により表されるエポキシ樹脂を含む、硬化性粉体コーティング樹脂組成物。
【請求項２】
　（Ｉ）少なくとも１種の熱硬化性樹脂組成物及び（ＩＩ）少なくとも１種の硬化剤を含
む硬化性粉体コーティング樹脂組成物であって、前記熱硬化性樹脂組成物が、下記一般式
ＩＩ：



(4) JP 2013-512989 A5 2013.12.26

【化２】

（式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒａ、Ｘ及びｍは、式Ｉにおいて定義した通りであり
、ｙは１～２０の値を有する整数であり、ｐは１～２０の値を有する整数であり、Ｑはヒ
ドロカルビレン部分であり、各Ｚは、Ｏ、Ｓ、－ＮＲｂ（式中、Ｒｂはヒドロカルビル部
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分である）からなる群から独立に選択される。）
により表されるアドバンストエポキシ樹脂組成物を含む、硬化性粉体コーティング樹脂組
成物。
【請求項３】
　（Ｉ）少なくとも１種の熱硬化性樹脂組成物及び（ＩＩ）少なくとも１種の硬化剤を含
む硬化性粉体コーティング樹脂組成物であって、前記熱硬化性樹脂組成物が、下記一般式
ＩＩＩ：
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【化３】

（式中、Ｒａ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｘ、Ｚ、ｍ及びｐは、式ＩＩにおいて定義した
通りであり、ｙ１は０～２０の値を有する整数であり、Ｑはヒドロカルビレン部分であり
、Ｚ１はＺ－Ｈである。）
により表されるアドバンストヒドロキシル官能性樹脂組成物を含む、硬化性粉体コーティ
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ング樹脂組成物。
【請求項４】
　前記少なくとも１種の熱硬化性樹脂組成物が、エポキシ樹脂、イソシアネート樹脂、（
メタ）アクリル系樹脂、フェノール系樹脂、ビニル系樹脂、スチレン系樹脂、ポリエステ
ル樹脂、及びこれらの混合物から選択される熱硬化性樹脂成分（ＩＩＩ）を含む、請求項
１～３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項５】
　前記熱硬化性樹脂（ＩＩＩ）がエポキシ樹脂を含む、請求項４に記載の組成物。
【請求項６】
　成分（Ｉ）が、前記組成物の総質量に基づいて１０質量％～９９質量％を構成する、請
求項１～３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項７】
　さらに、（Ｖ）触媒及び（ＶＩ）溶媒のうちの少なくとも１つを含む、請求項１～３の
いずれか一項に記載の組成物。
【請求項８】
　成分（Ｉ）の少なくとも１種の熱硬化性樹脂が、ジヒドロキシジフェニル－シクロアル
カン化合物のジグリシジルエーテルを含み、前記ジヒドロキシジフェニル－シクロアルカ
ン化合物が、下記一般式ＩＶ：
【化４】

（式中、Ｒ１及びＲ２は互いに独立に、それぞれ、水素原子、ハロゲン、置換若しくは非
置換アルキル基、置換若しくは非置換アリール基又は置換若しくは非置換アラルキル基を
表し、ＸはＣＨ２、ＣＨ（Ｒ３）又はＣ（Ｒ３）（Ｒ４）であり、ｍは８～２０の整数で
あり、Ｒ３及びＲ４は互いに独立に、それぞれ、水素原子、ハロゲン、置換若しくは非置
換アルキル基、置換若しくは非置換アリール基又は置換若しくは非置換アラルキル基を表
す。）
により表されるジヒドロキシジフェニル－シクロアルカン化合物を含む、請求項１～３の
いずれか一項に記載の組成物。
【請求項９】
　成分（Ｉ）が前記組成物の総質量を基準として２０質量％～９８質量％を構成し、成分
（ＩＩ）が前記組成物の総質量を基準として２質量％～５０質量％を構成する、請求項１
～３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項１０】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物から製造された粉体コーティング。
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